





























の施策上の基軸（農林業の競争力向上、環境 ･ 景観保護、生活の質 ･ 経済の多角化、












単一欧州市場を設立し、EC 域内における資本・商品（財）・労働・サービスの 4 つの自由化を














行｣ およびその他の既存の財政手段による支援（financial aid system）を講ずるとされた（EEC
設立条約 130b 条）。構造基金のうち、欧州農業指導保証基金の指導部門 2）は、共通農業政策
（CAP）の柱をなす農業構造政策に財源を提供するための組織である。したがって、各国の農
村地域は全般的に EU の結束政策の対象となり、CAP の農業構造政策による具体的な施策がそ
こに組み込まれることとなった。
1） 　ローマ条約と欧州統合：ローマ条約（1957 年にベルギー、フランス、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、
西ドイツの原加盟 6 カ国によって調印され、1958 年 1 月に発効）は、欧州経済共同体（EEC）設立条約と欧州
原子力共同体（EURATOM）設立条約からなる。なお、欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）は 1952 年にすで
に設立されていた。その後 1967 年に ECSC、EURATOM、EEC の 3 共同体の執行機関が統一されて通称
EC（正確には ECs、欧州諸共同体）と呼ばれるようになる。さらに ｢単一欧州議定書｣（1986 年）を経て、
マーストリヒト条約（1993 年）で、EC を第 1 の柱とし、政府間協力の形で共通外交 ･ 安全保障政策と司
法 ･ 内務協力をそれぞれ第 2、第 3 の柱とする「神殿構造」の欧州連合（EU）が発足した。その後 2009
年の「欧州連合の機能に関する条約」（リスボン条約）で確立され、現在に至っている。
2） 　EU では、｢農村振興規則｣（C.R., No. 1305/2013）により構造基金（欧州社会基金、欧州地域開発基金）や
欧州農業指導保証基金（FEOGA）、欧州投資基金などを通じて、農村振興への財政支援が講じられる。





対象となる「最も条件不利な地域」に農村地域を含むことを明記し（EEC 設立条約 130a 条）、ま












れたのである｡ これ以降、CAP における農村振興分野の予算は 2000 年代にかけて拡大の傾向
となった。
この構造基金改革の背景には、1970 年代の先進各国に共通していた食料の慢性的過剰傾向




である。そして 1980 年代に入ると、CAP の政策基調は、かつてのマンスホルトプランが描い
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｣（direct compensatory 
payment）或いは「直接支払い































（4 ）｢2014 － 2020 年改革」（2013 年）：EU の諸政策は、中期財政計画である多年度財政枠組み
に合わせて 7 年間のプログラムに基づき実施されている。現在の農村振興政策は、この第 3
期（2014 － 2020 年）にあたる。この時期の大きな改革は以下の点に整理できよう。




　② 　第 2 の柱としての農村振興政策では、プログラムの枠組みが他の諸政策（地域対策、漁業
政策など）を含む包括的なものに変更




　③ 　農村振興政策に関する規則も改正され、主要な 3 規則（ ｢共通規定規則｣（Council 
Regulation ＜以下 C.R. ＞、No. 1303/2013）、｢農村振興規則｣（C.R., No. 1305/2013）、｢横断
的規則｣（C.R., No. 1306/2013）が制定された。とくに ｢共通規定規則｣ は、各種の ｢欧州構
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」（EARDEF）を
3） 　「アジェンダ 2000」：EU の総合的な改革構想（サンテール・パッケージと呼ばれる）で、99 年 3 月
に欧州理事会（ベルリン）において合意された。2000 ～ '06 年を計画期間として、CAP の包括的な改革
を含み、92 年改革に続く ｢第二段階の CAP 改革」とも言うべきものである。
― 50 ―
近年の EU における農村振興政策と財政支援制度
新設し、農村対策の独自性を強化した。なお、規則上は「欧州構造 ･ 投資基金｣（ESI 基
金）の一つで、これにより、旧規定で各 ｢目的｣ ごとに財政支援されていた条件不利地域
（LFAs）対策や環境保全地域（ESAs）対策などがこの基金のもとに包含された。また、す
でに ｢アジエンダ 2000｣ 改革で実施されていた LEADER










1）1980 年代の CAP 改革による直接支払制度の導入
1970 年代の先進各国に共通していた食料の慢性的過剰傾向の背景には、国内における手厚い
















4） 　緑のヨーロッパ計画：1985 年 3 月に ｢農業構造の効率性に関する理事会規則｣（C.R., No. 797 ／ 85、通称







Favoured Areas（LFAs）、ドイツ語では Benachteiligte Agrarzone（BAZ）とあらわされる｡ わが国
では「中山間地域」として区分されている。
これらの地域への援助対策は、1975 年の ｢山岳・丘陵地および特定の条件不利地域の農業に




域の 3 つのカテゴリーからなる。EU 各国における LFA の指定状況をみると、1975 年の理事会
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が条件とされる。さらに農業投資だけでなく、保養地民宿や観光農業、ク
ラフト産業などへの投資についても、1 経営ないし農場あたり 4,000 ユーロ（2017 年為替レー
トで約 55 万円）を限度に助成される。
このような個別経営に対する ｢直接所得補償」（Direct Compensatory Aid）｣ ないし ｢平衡給

















85 年の新構造政策で、LFAs 対策とは切り離されたかたちの「ESAs への援助」が盛りこま
れ、援助の要件として次のことがあげられている。




　③ 　EU 財政からの援助額（各国給付金への払い戻し）は、経費の 25％とする（支給限度額は 89














2）1990 年代の CAP 改革による重層的な直接支払制度



























　② 　セットアサイドの方法は、2 通りの選択肢を設けている｡  すなわち、
　　 a  ）ローテイショナル・セットアサイド（Rotational Setaside）：休耕地（Areas left fallow）
を 6 年間でローテイションする｡
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すること、②農地の管理と自然資源の保護という農家が担う公益的役割を重







　 a  ）化学肥料・農薬の低投入または植物保護的な生産方法、あるいは有機農法（organic 
farming methods）の継続。
　 b  ）穀物や家畜（羊などの中小家畜）の生産をより粗放的な形態に転換すること。
　 c  ）自然資源の保護や田園の景観維持などに、より有効な方法をとりいれること。
　 d  ）耕作放棄された土地を維持 ･ 管理すること。
　 e  ）生産抑制ではなく、環境保全という立場からセットアサイドを継続すること。
　 f  ）その他、保養やレジャーに有効な農家経営。
また、92 年の改革では ESAs 制度と生産粗放化措置が統合されて「環境保護及び景観維持と
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両立する農業生産方法に関する理事会規則｣（C.R., No. 2078 ／ 92、略して「環境と両立する生産方
法に関する規則」）が制定された。この制度は、85 年の新構造政策によりすでに導入されてき
た農業環境保全対策をより強く共通のものとして進めるものである。
以上、1992 年の CAP 改革のなかで自立・拡大してきた所得補償（直接支払い）制度を 3 つの
「重層的な制度」という視角から簡単に図示してみると、図－ 1 のようになるだろう。




























































図－ 2　  持続性の三角形（イメージ図）
資料） Sepp Rottenaicher,“Agenda 21” und zukunftsfähiges Deutschland，in：J.Riegler/H.W.Popp u.a., Die 
Bauern nicht dem Weltmarkt Opfern － Lebensqualität durch ein europäisches Agrarmodell, (1999, 
Leopold Stocker Vlg., Graz) の 84 頁の図を参考に筆者作成
5） 　Sepp Rottenaicher,“Agenda 21”und zukunftsfähiges Deutschland, in：J.Riegler / H.W.Popp u.a., Die Bauern 




2） CAP の「第 2 の柱」としての新たな農村振興政策




を是正すべく ｢結束政策｣ の必要性が高まっていたのであり、それにより CAP の枠組みの中
で「後進地域（しばしば農村地域と重なる）の振興政策」をいかに調和させるか、「包括的な共通
0 0 0 0 0 0
地域政策
0 0 0 0
」への再編が要請されていたのである。そこで、1980 年代以降の共通地域政策の改革
過程を改めて段階的に整理しておこう。
（1）共通地域政策の第 1 次改革（1988 年～ 93 年）：
1985 年の「新構造政策」以来、全般的地域振興プログラム 6）としては LFA 対策や小農民経
営に対する支援強化、あるいは環境に配慮した生産方法を重視するという点が基本となって
いた。その後 1988 年に、EU の的地域政策のベースである ｢構造基金（Structure Funds）｣ に
関する大きな改革が行われた｡ これによって、それまで個別に運用されてきた地域振興のた
めの 3 つの基金（欧州地域開発基金 <ERDF>、欧州社会基金 <ESF>、欧州農業指導保証基金
<FEOGA> の指導部門）と、融資事業を行なう 4 つの機関（欧州投資銀行 <EIB>、新共同体投
資 <NCI>、欧州石炭鉄鋼共同体 <ECSC>、欧州原子力共同体（EURATOM））が統一的に運用
されることになった｡ すなわち、地域開発を総合的に実施していこうというもので、いわゆる
第 1 次改革と呼ばれている｡ 7）
改革では ｢5 つの優先目的｣ が設けられ、それぞれの目的に応じて援助資金が配分されてき
た。因みに、近年の共同財政に占める地域政策関連予算の割合は急速に増大しつつあり、1987
年には約 18％を占めるにすぎなかったが、92 年改革当時に 25％、96 年度予算では約 30％に上
昇している｡
（2）共通地域政策の第 2 次改革（1994 年～ 99 年）：
1995年からのオーストリア、スウェーデン、フィンランドの加盟によるEU拡大に対応して、
94 年に人口希薄地域への対策として「目的 6」が新設され、｢6 つの優先目標」に改善された。
6） 　EU の ｢全般的地域均衡政策｣ の概要については、山内『農業保護の理論と政策』ミネルヴァ書
房、1997 年、第 3 章の表 13 とその説明。共通地域政策の改革については、さしあたり農林水産省 ･
国際部海外情報室『EU 共通農業政策の概要』（2000 年度）。なお、Deutscher Bundestag (15 Wahlperiode), 
Ernährungs-und Agrarpolitischer Bericht der Bundesregierung 2005, s. S.7-11, ibid., 2006, s. S.7-9.
7） 　具体的な法律改正としては、｢構造基金運用の基本原則に関する理事会規則｣（C.R., No. 2052 ／ 88、略称
｢フレームワーク規則｣ ）、｢各構造基金活動の調整に関する理事会規則｣（C.R., No. 4253 ／ 88、略称「調整規
則」）、｢各構造基金の運用に関する理事会規則｣ （C.R., No. 4254 ／ 88、略称 ｢運用規則｣）が布達された｡
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2002 年 7 月、EU 委員会は「アジェンダ 2000」に基づいた中間見直し案をまとめ、2003 年 6
月に合意されている。この改革における重要な点は、従来の農村地域政策が共通地域政策（全
般的地域均衡政策）の一部（旧施策の目的 5a と目的 5b）として実施されてきたのに対し、包括
的な改革に伴い、投資効率の向上（旧施策の目的 1 と目的 2）や早期離農対策（同・目的 3 と目的
4）などに加え、それまで別々であった LFAs 対策、農業環境政策、農地への植林対策などを
統合して「新たな農村振興政策
0 0 0 0 0 0 0 0 0
」（9 つの具体的な施策を含む）として再編され、EU・CAP の第
1 の柱である共通市場政策（市場 ･ 価格政策や輸出補助金政策）と並んで、農村振興政策が「CAP










　　　基軸 4 ＝ LEADER




この基軸のうち 3 つは、表－ 1 で示した新たな「目的 1｣ から ｢目的 3｣ に対応する。第 4
の基軸には、農村振興政策の中に統合された“LEADER 事業”が含まれている。
さて、図－ 3 は「アジェンダ 2000」以降の CAP の 2 つの柱（政策軸）を図示したものであ
る。一つは市場施策と直接支払いからなる第 1 の柱であり、農村振興政策は第 2 の柱である。
この CAP の「2 つの柱」における政策上の相対関係の要点を、図－ 3 に照らして整理してお
きたい。
（1 ）まず、CAP の第 1 の柱のうちの市場措置については、市場攪乱等による農業危機に対応す
8） 　LEADER 事業 : 近年の日本の農村地域で推進されている「総合化事業」（農水省が推進する ｢農林漁業成










接所得補償の受取総額が年 5,000 ユーロ［現在レートで約 67 万円］を超える経営の支給額を順次 3 ～ 5％
削減し、農村開発計画へシフトする）などである。




図－ 3　  「アジェンダ 2000」改革以降の EU・CAP における 2 つの柱
資料） 農林中金総研･平澤明彦『2014­20年 CAP における農村振興政策の概要及び変更点』（農水省･海外
農業調査、2015 年 3 月）、農水省農村振興局『海外における地域資源及び保全施策実態調査報告書』
























　⑧　森林の経済的 ･ 社会的 ･ 自然生態的機能の維持 ･ 向上に対する助成。
　⑨　農村地域の適応と開発の促進と助成。
この「アジェンダ 2000」改革で示された農村振興の各種施策は、そもそも 1970 年代の初めか
ら個別に蓄積されてきたものも多く、一挙に大きく変わったわけではないが、それまでは個別
0 0 0 0 0 0 0
に実施されていた諸施策が束ねられ、かつ財源が一元化されたという点で画期的であった
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
と言
える。






　② 　これまで旧「農村振興規則」（C.R., No. 1698/2005）で独自に定めていた多くの要素（プ
ログラムの策定、監視・評価、管理・運営、LEADER 事業など）が、欧州構造・投資基金
（European Structural and  Investment：ESI 基金）の「共通規定規則」へと統合された。
　③ 　また、2013 の改革により初めて農業者が地域のパートナーと共に農村振興プログラムの
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
策定に直接に参加





興規則」および「横断的規則」の 3 つである。いずれも、2013 年の CAP 改革に伴って制定さ
れた（2013 年 12 月）。




金、欧州海事・漁業基金にかかる一般規定を定める 2013 年 12 月 17 日の欧州理事会規則」
（C.R., No. 1303/2013）である。
　 　共通規定規則の構成は全体で 5 部からなる。第 1 部は主題と定義、第 2 部から第 4 部は対
表－ 1　  「アジェンダ 2000」改革で整理統合された EU 共通地域政策の「目的」別施策の新旧比較





（2） 　｢農村振興規則」（C.R., No. 1305/2013）： 農村振興政策の根拠法である。旧農村振興規
則（C.R., No. 1698/2005）を置き換える形で制定され、正式名称は「欧州農業農村振興基金
（EAFRD）による農村振興助成と、理事会規則（C.R., No. 1698/2005）の廃止にかかる 2013
年 12 月 17 日の欧州議会 ･ 理事会規則（C.R., No. 1305/2013）」である。この正式名称に表れ
ているように、農村振興政策はその財源を提供する基金の規則によって定められている。
その点は、結束政策も同様である。
（3） 　｢横断的規則」（C.R., No. 1306/2013）： CAP の各種施策（市場 ･ 価格政策、直接支払い、農
村振興）に共通した規定を一元化したものである。同様の趣旨で制定された旧 CAP 財政
規則 1290/2005 を拡張したものとみることもできる。内容は CAP 財政のほか、クロスコ
ンプライアンス、農業助言制度、統制制度 ･ 罰則を含む。正式名称は「共通農業政策の
財 源 ･ 管 理 ･ 監 視 と、C.R., No. 352/78、No. 165/94、No. 2799/98、No. 814/2000、No. 






まず、EU の一般予算総額からみると（表－ 2）、2003 年時点では 996 億 8,569 万ユーロであっ
た。なかでも CAP 関連は 45％（447 億 8,045 万 8 ユーロ）を占め、一般予算の最も大きな割合を
占めている。そのうち CAP の第 1 の柱である市場措置および直接支払関連の予算は EU 予算
全体の約 34％（340 億 3,000 万ユーロ）、第 2 の柱である農村振興政策関連は約 11％（107 億 5,000
万ユーロ）である。また、CAP 関連予算のみでみた場合は、市場措置 ･ 直接支払関連は CAP の
76％、農村振興政策関連は 24％を占めていた。なお、現行における EU からの拠出総額につい
ては、中期財政計画（2014 － 2020 年）にわたる年度予算枠が定められており、国別の予算配分
は新加盟国に傾斜配分される傾向にある。





1970 年代初めには、EU の一般歳出総額（1975 年度で約 62 億 ECU：当時の共通通貨単位で呼称は
エキュ）に対して FEOGA 関係支出だけでも 74％（その内の 85％は保証部門で約 39 億 ECU）を
占めていた。さらに 90 年代に入って、一般歳出額は 10 倍に肥大化するも（1992 年度で 663 億
ECU）、条件不利地域（LFAs）への直接支払いや環境保全のための各種の直接支払い等により
FEOGA 関係は約 6 割（1992 年度で 57％、その内の 91％が保証部門）を占め、依然として大きな比
重を占めていた（いずれの数値も、EC-Commission, The Agricultural Situation in the Community、各年次）。
表－ 2　  EU の一般予算（2003 年度）
　　資料）“General Budget of the European Union for the Financial Year 2003”






175 条）。これらのうち「農業指導保証基金」の＜指導部門＞は 2005 年の農村振興政策の改革
で廃止され、「欧州農業農村振興基金 European Agricultural Fund for Rural Development: EAFRD）
がその後を引き継いだ。新たな規則により、農村振興政策と結束政策の連携






みると、表－ 3 のようになるだろう。なお、現行の農村振興政策は、EU 中期財政計画に合わ
せて 7 年間のプログラムに基づき実施されているため、現在の農村振興政策は第 3 期（2014 －
2020 年）にあたる。





規定を定める 2013 年 12 月 17 日の欧州理事会規則」と、長いタイトルである。この共通規定
規則の内容から、各基金間の関係と特に農村振興政策に関わる項目について、以下の 3 点に整
理してみる（原資料は C. R., No. 1303/2013 および C. R., No. 1305/2013 であるが、平澤明彦『2014­2020
年 CAP における農村振興政策の概要及び変更点』（2015 年）を参考にした）。
（1）5 つの基金：
　 各基金の名称は「欧州農業農村振興基金（EAFRD）｣ 、｢欧州海事･漁業基金（EMFF）｣ 、「欧
州地域開発基金（ERDF）｣ 、｢欧州社会基金（ESF）｣ そして ｢結束基金（CF）｣ である。「欧
州構造 ･ 投資基金」（European Structural and Investment, ESI）は 5 つの基金のグループ総称で
　　図－ 4　  表－ 2 のグラフ化
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　 加盟各国は、農村振興プログラムの策定にあたり、まず事業のパートナーと協力して ESI の
各基金からの助成を受けるための「パートナーシップ協定
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
」を立案せねばならない。そして
　　表－ 3　  EU の「アジェンダ 2000」以降の農村振興政策と対応する各基金の推移
資料） 平澤明彦「2014­20年 CAP における農村振興政策の概要及び変更点」（農水省『平成 26 年度海外農
業･貿易事情調査分析』2015 年 3 月、農林中金総研）、12 頁を参考にして作成。



















表－4　 欧州構造・投資基金（ESI）における農村振興関係の5つの基金（2013年の CAP 改革による）
資料） 農林中金総研 ･ 平澤明彦『2014­20年 CAP における農村振興政策の概要及び変更点』（農水省 ･ 海外
農業調査）、2015 年、P.17（原資料は“EU, C.R., 1303/2013”）
















LEADER 事業とは、指導者という意味のリーダーではなく、仏語の“Liaison Entre Actions de 












ジェンダ 2000｣ 改革を契機として CAP の制度改革や構造基金改革を進め、新しく「農村振興
政策」を CAP の第 2 の柱として位置づけた。さらに 2013 年の CAP 改革で新たに制定された
「共通規定規則」や「農村振興規則」により、従来型のハード事業一辺倒から人的ネットワー
クといったソフト面を優先し、かつトップダウンからボトムアップへの政策転換を図っている
と言えよう。即ち、農村振興の施策を 6 つの優先事項に再編し 10）、この第 6 の優先グループ




















EU の「農村振興規則」によれば、現行の農村振興政策には、次の 4 つの施策上の基軸があ





図－ 5　  農村振興政策のフレームワーク
（1）LEADER 事業の概要
LEADER 事業は、前述したように EU の「構造基金」改革に伴う農村振興政策の一つとして
位置づけが明確になされている。事業の概要を整理すれば、以下の点にある。
　① 　LEADER 事業は、構造政策の中の、｢共同体イニシアティブ




11） 　「農村振興規則」と LEADER 事業との関係：ここでは、松田裕子氏による「EU 農村振興のリーダー










／英：Local Action Groups、独：Lokale Aktionsgruppe、会社形態や協
同組合など）を設立し、その LAG が実施する活性化事業に対して、EU 及び各加盟国政府
が、事業費の一部を補助する。補助率は通常 45％～ 50％






0 0 0 0 0 0 0
る小地域振興の促進
0 0 0 0 0 0 0 0 0













　⑥ 　これまでの事業は、以下の時期区分において実施されてきた（表－ 5 を参照）。
　　・ LEADER Ⅰ（事業の第 1 期：1992 年～ 1994 年）
　　・ LEADER Ⅱ（事業の第 2 期：1994 年～ 1999 年）




表－ 5　  EU における LEADER 事業の制度概要と変遷
資料） 農水省農村振興局事業計画課『平成 16 年度国土施策創発調査－半定住人口による自然居住地域支援の可能





LEADER の事業では、主として以下の 3 つの類型に区分される「アクション」に対し、EU
から補助金が交付される｡
　＊アクションⅠ＝個別の農村地域事業




の LEADER ＋（リーダープラス）の予算額の約 88％を占める。LAG は、行政から独立し
た会社又は協同組合であり、LEADER ＋のガイドラインに基づき、公開手続きにより選ば
れる。地域住民が活動の主体となることを目指すため、各 LAG の理事会は、公務員（国




0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
への支援






0 0 0 0 0 0 0 0 0 0







る。その場合に注目すべき点は、各国が「農村振興の 4 基軸」（前述した 4 つの基本目標で、
LEADER 事業は第 4 基軸に位置づけられる）について予算化するときに、それぞれの基軸毎に





LEADER ＋の予算は、2000 年～ 2006 年の 7 年間で約 21 億ユーロで、EU 加盟 15 カ国（当時）
に配分されている（表－ 6）。スペインが最も多く、次いでイタリア、フランス、ドイツ、ギリ
シャ、ポルトガル、英国の順になっている｡ ここで注意が必要なのは、LEADER ＋にかかる費
用の全額を EU が負担するわけではなく、原則として事業費の一部（通常は 45％）を補助する
ということである。すなわち、各国・地方政府などの公的部門と地元企業などの私的部門が、
残りの事業費を出資（地元負担）することが補助金交付の前提となっている。LEADER ＋の実
施にかかる総費用は約 50 億ユーロほどであり、その約 45％の 20 億 2,000 万ユーロが財源化さ
れているわけで（表－ 6）、残りの約 30 億ユーロは各国 ･ 地方政府などの公的部門と地元企業
などが出資することとなっている。こうした仕組みであるため、実際に地元で LEADER ＋を
実施するにあたっては、特に私的部門からの出資を確保することが重要となっている｡
表－ 6　LEADER ＋の予算配分と地域活動グループ数（2000 ～ 2006 年）
　資料） EU ホームページ“Working for the regions”<http://europa.eu.int/comm/regional_policy/intro/regions>
　　　　1 ユーロ≒ 133 円
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2） LAG（Local Action Groups） の役割
（1）LAG 選定の基準と予算配分














の LEADER ＋では、助成対象地域が EU 全体に拡大したため、2000 年～ 2006 年の 7 年間で
938 グループとなっている（表－ 6）｡
ここで、ドイツ・バイエルン州での LEADER 事業の例を挙げれば（前掲・注 11 の松田論文に
よる）、LAG の運営費用（Geschäftsführung）については最大 50％（25 万ユーロ）、複数の LAG
の協力および越国境型の連携についてはそれぞれ最大 60%、70% までの助成が可能となってい
る（下表）。このように、バイエルン州における LEADER 事業では助成対象額のうち最大 50％
ないし 25％が支給される。即ち、費用の 50％ないし 75％は自己負担になるということになる。
これらはいずれも上限であるから、これより低い助成しか受けられない場合もある。
























0 0 0 0 0 0 0 0 0
設置が義務付けられており






















図－ 6　  LEADER 事業の手続きの概要
資料） 農水省農村振興局 ｢海外における地域資源及び保全施策実態調査｣（2005 年 3 月）41 頁、市田行信「EU に
おける農村振興施策の成功要因について－人材育成を大切にした LEADER 事業の事例から」（MURC 政策





















成対象額のうち最大 50％ないし 25％が支給されるのであるが、このことは費用の 50％な
いし 75％は自己負担（地元の負担）になるということになる。
結び ―日本の「第 6 次産業化」政策との対比にふれて











こうした政策基調の流れのなかで、1992 年に開始された LEADER 事業は、Ⅰ期、Ⅱ期を経

























































（1）「垂直的 6 次産業化」か「水平的 6 次産業化」か。
　 　個別の農家や農家グループが自らの手で加工して市場に出荷したりする「個別垂直型」よ




















行など）を通じて 6 次産業化事業体への「出資」が実施されている（2013 年現在、A­FIVEか













（単一主体）」か「複数支援（多様な主体）」、EU の LEADER 事業や日本の 6 次産業化政策がど
のような位置にあるのか、分類を試みてみた（図－ 8）。
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Die Agrar-und Regionalpolitik in EU und Das finanzielle 
Unterstützungssystem 
Um die Grundphilosophie der gemeinsamen Agrar-und Regionalpolitik der EU in den letzten 
Jahren zu erkennen, muß  man verstehen, daß  auf im  Landwirtschaftsgebiet bestehende gemeinnützige 
Funktionen Wert gelegt wirt, auch wenn sie unwirtschaftlich sind.
Ein Beispiel hierfür sind die Maßnahmen zu den benachteiligten Gebieten und zum Umweltschutz.
Im vorliegenden Beitrag möchte ich die nachfolgenden Themen behandeln;
1.  Die GAP-Reform der EU in den letzten Jahren.
    ― Ein Überblick über die GAP-Reform seit dem Jahr 1992.    
    ― Die dreifachen Direktzahlungssysteme:  Förderungen von Produktionsalternativen und 
Stillegungen, Ausgleichszulage für die benachteiligten Gebiete, Direktzahlungen für den 
Umweltschutz.
2.  Die Reform, AGENDA 2000 und die Reform der allgemeinen Regionalpolitik an der Agenda2000. 
    ― Die Regionalpolitik der EU führt nach Jahr 2000 zu einer umfassenden Änderung der bisherigen 
Föderpolitik:
― Die Programme zur Entwicklung des ländlichen Raums sollen zum wirtschaftlichen und 
　 sozialen Zusammenhalt (Kohäsionfonds) der Gemeinschaft beitragen.
― Die gemeinsamen Agrar-und Regionalpolitik wird mit der 9 Maßnahmen in Kraft treten, und die 
　 6 Ziele von den Sturkturfond werden zu wesentlichen 3 Ziele in Einheit gebracht.
3.  Die neue Regel für die Entwicklung des ländlichen Raums. 
    ― Die Reform des “Strukturfonds”, die eine finanzielle Grundlage.
    ― “LEADER-Projekt” ist ein umfassendes Programm zur Entwicklung des ländlichen Raums.
    ― Die Rolle der “LAG” (Regionalen Aktivitätsgruppe), die den Kern des Projekts bildet.
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